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南部町公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年南部町条例

第３５号。以下「手続条例」という。）第３条第３項の規定に基づき、南部町営西伯

カントリーパークの管理業務を効果的かつ効率的に行うため、指定管理者を本募集

要項のとおり募集する。  

 

１ 施設の概要  

（１）名称  南部町営西伯カントリーパーク  

（２）所在地  鳥取県西伯郡南部町能竹３９７番地１  

（３）目的  地域住民の健康で文化的な生活環境の向上と、スポーツの

振興に資すること  

（４）構造  「（８）主な施設の内容」のとおり  

（５）敷地面積  ８３，１１９㎡  

（６）建築面積  １，０２２．０３㎡  

（７）開館日  平成３年４月１日  

（８）主な施設の内容  ア 野球場 １３，６９０㎡  

両翼９２ｍ、センター１２０ｍ  

照明６基、ラバーフェンス付スタンド（内野席６９０

人、芝生７５０人収容）、バックスクリーン、スコアー

ボード、ダッグアウト  

イ ゲートボール場 １，６６０㎡（２面）  

クレーコート  

ウ 多目的広場 ６，０００㎡ ９５ｍ×６５ｍ  

エ テニスコート ４，０６０㎡（４面）  

オムニコート 照明１０基  

オ 駐車場 ８，７４８㎡（１９１台収容）  

カ 管理事務所（鉄骨平屋建）  

キ 野外トイレ  

ク ラジコン管理棟  

ケ 子ども広場  

コ ラジコン広場  

サ シンボル広場  

シ 水遊びの広場  

ス ストーンガーデン  

セ 遊具  

ソ ヘルスビート  
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（９）施設の現状  西部全域からの利用客が多く、野球場の水準としては米子

市民球場に次ぐ評価を得ている。  

（１０）施設の運営  

状況（令和７  

年度）の概要  

ア 利用許可件数                約３９０件  

イ 利用者数                ６，１４６人  

ウ 利用料金収入額       １，０４４，９８０円  

エ 自主事業                    なし  

施設管理に関わる収支状況は別添「西伯カントリーパーク

収支の状況」を参照。  

 

２ 指定管理者が行う業務  

（１）法令等の遵守  

指定管理者は、西伯カントリーパーク（以下「指定管理対象施設」という。）

の管理業務遂行にあたり、次に掲げる法令等を遵守しなければならない。  

  ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）  

イ 南部町営西伯カントリーパーク条例（平成１６年南部町条例第８９号。 

以下「カントリーパーク条例」という。）及び南部町営西伯カントリーパ  

ーク規則（平成１６年南部町教育 委 員会 規 則第 ２ ２号 。以 下 「 カン  

トリ ー パー ク 規則 」と い う。 ）  

ウ 手続条例及び南部町公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例

施行規則（平成１７年南部町規則第１６号。以下「手続条例施行規則」  

という。）  

エ その他管理業務に適用される法令等  

 （２）業務の範囲  

指定管理者は、次に掲げる指定管理対象施設の管理業務を一括して行うもの  

とする。  

    ア 指定管理対象施設、備品及び器具（以下「施設等」という。）の維持管 

理に関すること。  

（ア）施設等の保守点検、補修及び清掃  

（イ）施設等の警備  

（ウ）設備・機械の操作  

（エ）施設等に係る経費（電気料金、ガス料金、水道料金、電話料金、下  

水道使用料及び燃料費など）の支払い  

（オ）施設等に係る安全衛生管理  

イ 指定管理対象の施設等の利用に関すること  

（ア）許可申請書、許可書、届出書等の取次ぎ  
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（イ）利用料金の収納、減免、還付  

（ウ）利用者の対応  

（エ）備品の貸出し・受取り  

ウ その他指定管理対象施設の管理業務のうち教育委員会のみの権限に属  

する事務を除くもの  

（ア）管理業務の処理に必要な体制の整備  

（イ）情報の公開及び個人情報の保護に関する措置  

（ウ）防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置  

 （エ）事業報告書の作成及び提出  

 （オ）経営状況を説明する書類の作成及び提出  

 （カ）その他管理業務に関する庶務、経理等の事務  

 （キ）公共機関、各種団体、地域住民との連絡調整業務  

 （３）管理の基準  

指定管理者は、次に掲げる事項により、指定管理対象施設の管理業務を適切

に行うものとする。  

   ア 基本方針  

    指定管理者は、管理業務の遂行にあたり、町民が広く利用する公の施設  

としての指定管理対象施設（以下「対象施設」という。）の性質を十分に認  

識し、利用者にとって快適な施設の環境づくり及び利用の促進を目指すと  

ともに、対象施設の定期的な保守点検業務を行うことにより、常に良好な  

状態を維持し、利用者の安全の確保に努めること。  

    イ 基本的事項  

（ア）対象施設の使用時間及び休業日は、カントリーパーク条例及びカ  

ントリーパーク規則に規定するところによる。  

（イ）指定管理者は、対象施設の許可申請書等の取次ぎを、教育委員会の  

指示に基づき適切に行うこと。  

（ウ）指定管理者は、対象施設の管理上支障があると認められる場合は、  

教育委員会に報告し、指示を受けること。  

（エ）指定管理者は、対象施設の利用料の収納事務を、教育委員会の指示  

に基づき適切に行うこと。  

（オ）指定管理者は、南部町情報公開条例（平成１６年南部町条例第１１  

号）の趣旨にのっとり、管理業務に関して保有する情報の公開を行  

うために必要な措置を講ずるよう努めること。  

（カ）指定管理者は、管理業務の範囲において、個人情報の保護に関する  

法律（平成１５年法律第５７号）第２条第１項に定める個人情報（以  
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下「個人情報」という。）の保護について、教育委員会と同様の責務  

を有するものとし、教育委員会の指示に従い、個人情報保護のため  

に必要な措置を講じなければならない。  

    ウ 管理業務の処理体制に関する事項  

（ア）指定管理者は、対象施設の管理業務に従事する職員（以下「職員」  

という。）を適正に配置するほか、管理業務の処理に必要な体制を整  

えなければならない。なお、職員のなかから、対象施設の統括責任  

者を１名配置するものとする。  

（イ）指定管理者は、職員の名簿を教育委員会に提出しなければならない。  

   職員の異動が生じた場合も同様とする。  

（ウ）指定管理者は、職員に対して管理業務の遂行に必要な研修を実施す  

ること。特に、防犯対策等の利用者の安全の確保については、十分  

に職員を指導し、訓練すること。  

（エ）指定管理者は、管理業務の処理に関して事故が生じたときは、直ち  

に教育委員会に報告し、その処理方法について教育委員会と協議し  

なければならない。  

（オ）指定管理者は、管理業務の処理に関して生じた職員の災害について、  

すべての責任をもつこととし、理由のいかんを問わず、町は、何ら  

責任を負わないものとする。  

（カ）指定管理者及びその職員（職員であった者を含む）は、管理業務の  

処理において知り得た町の行政上の事項及び管理業務の処理に関す  

る事項を第三者に漏らしてはならない。指定の終了後も、同様とす  

る。  

    エ その他の事項  

（ア）町は、対象施設にあらかじめ備え付けられた備品（町所有のものに  

限る）を、指定管理者に無償で使用させる。なお、指定管理者はそ  

の所有に係る備品を備え付けようとする場合は、あらかじめ、教育  

委員会に報告しなければならない。  

（イ）指定管理者は、管理業務の処理に関して別に会計を設け、経理を明  

確にしなければならない。  

（ウ）指定管理者は、手続条例第１１条及び手続条例施行規則第５条の規  

定に基づき、毎年度、事業報告書を作成し、教育委員会に提出しな  

ければならない。  

（エ）指定管理者が行う管理業務の全部の処理を第三者に請け負わせ、又  

は委託してはならない。ただし、清掃、警備その他教育委員会が  
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認める一部の業務については、この限りでない。  

 

３ 管理業務の処理に必要な経費  

  指定管理者は、管理業務の処理に必要な経費を、町が支払う指定管理料（又は、

利用料金による収入）によって賄うものとする。なお、指定管理料の額及び支払

方法については、指定管理者が提出する事業計画書及び収支予算書に基づき、町

と指定管理者が協議し、双方で締結する協定で定める。（指定管理料を支払う場合） 

 

４ 町と指定管理者との責任分担  

  次の表に掲げる事案に係る町と指定管理者との責任分担は、原則として同表に

定めるとおりとする。  

 

事案  責任の分担  

施設等の損傷  施設等の管理上の瑕疵に係るも

の  

指定管理者  

上記以外のもの  事案の原因を勘案し、町

と指定管理者が協議して

定める。  

利用者への損害

賠償  

施設等の管理上の瑕疵に係るも

の  

指定管理者  

上記以外のもの  事案の原因を勘案し、町

と指定管理者が協議して

定める。  

施設等の修繕  施設等の大規模な修繕（資産価値

の向上又は耐用年数の延長につ

ながるもの）  

町  

上記以外のもの  指定管理者  

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入  町  

利用者に係る損害賠償保険への加入  指定管理者  

 

５ 指定の期間  

  指定管理者の指定期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までと

する。なお、当該期間の満了に伴う新たな指定管理者の指定は、原則公募による

ものとする。  
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６ その他の条件  

（１）指定管理者は、管理業務を開始するまでに、当該対象施設の従前の管理者  

から事務引継ぎを受けなければならない。  

（２）指定管理者は、管理業務の遂行にあたり、対象施設の利用者で構成する団  

体その他関係団体との連携協力に努めること。  

 

７ 応募資格について  

  対象施設の指定管理者に応募することができるものは、法人その他の団体（以  

下「法人等」という。）とする。ただし、次に掲げる事項のいずれかに該当する法

人等は、指定管理者の指定を受けることができない。  

（１）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

（２）国税又は地方税に滞納が生じているもの  

（３）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理の指定を取り  

消され、２年を経過しないもの  

（４）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  

第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団を  

いう。以下同じ。）と密接につながりのあると認められるもの  

（５）当該法人等における無限責任社員、取締役、執行役、監査役若しくはこれ  

に準ずべき者、支配人又は清算人（以下「役員等」という。）が、暴力団員等  

（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下単に「暴力団員」と  

いう。）、暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行う者又は暴力団  

若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。以下同じ。）であると認め  

られるもの  

（６）当該法人等における役員等のうち次のいずれかに該当する者があるもの  

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ないもの  

イ 国税又は地方税に滞納が生じているもの  

ウ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ  

とがなくなった日から２年を経過しない者  

エ 公務員であった者で、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年  

を経過しない者  

 

８ 応募の方法  

  対象施設の指定管理者に応募しようとする者は、次により指定申請書その他の  

書類（以下「応募書類」という。）を教育委員会に提出するものとする。  

（１）応募書類の受付期間  
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令和８年９月１７日（木）から令和８年１０月２３日（金）まで  

（２）応募書類の提出方法等  

ア  応募書類の提出方法は、持参、郵便又は信書便によるものとする。なお、  

郵便又は信書便による提出にあっては、締切日の午後５時必着とする。  

イ  応募書類の提出先は、南部町教育委員会事務局とする。  

（３）応募書類の種類  

提出する応募書類は、次のとおりとする。  

    ア  指定申請書（別添様式第１号）  

    イ  事業計画書（別添様式第２号）  

    ウ  収支予算書（別添様式第３号）  

    エ  定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあって  

は、会則その他これに類するものの写し）  

    オ  直前の事業年度の貸借対照表、損益計算書その他の団体の財務状況を明  

らかにすることができる書類  

    カ  指定管理者の指定についての欠格条項に該当しないことを説明した書  

     類（別添の様式「申立書」によること。）  

なお、様式は南部町ホームページ（http://www.town.nanbu.tottori.jp）  

に掲載している。  

（４）応募書類の提出部数  

正本１部及び副本６部（そのうち１部は製本をしないもの）を提出すること。 

ただし、副本は正本を複製し、作成して差し支えない。  

（５）応募にあたっての留意事項  

ア  応募書類のほかに、必要に応じて追加資料の提出を依頼することがある。 

イ  応募書類及び追加資料は、返却しない。  

ウ  応募書類及び追加資料は、南部町情報公開条例に基づき、公開すること  

がある。  

エ  受付期間の終了後における応募書類及び追加資料の再提出又は差替え  

は、原則として認めない。  

オ  応募書類及び追加資料の作成及び提出に要する費用は、すべて応募する  

法人等の負担とする。  

 

９ 指定管理者の候補者の選定  

（１）選定方法  

教育委員会は、応募のあった法人等のうちから、指定管理者の候補者（以下  

「指定管理候補者」という。）を選定する。なお、指定管理候補者の選定に当た  
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っては、あらかじめ南部町指定管理候補者選定委員会の意見を聴くものとする。 

（２）選定基準等  

指定管理候補者の選定は、次に掲げる選定基準に基づいて行う。なお、選定  

に伴う応募書類及び応募した法人等の審査は、プロポーザル方式にて行うもの  

とする。  

    ア  事業計画書による対象施設の運営が、当該対象施設の使用者又は利用者  

の平等な使用又は利用を確保するものであること。  

    イ  事業計画書の内容が、当該対象施設の効用を最大限に発揮させるもので  

あるとともに、対象施設を管理する業務（以下「管理業務」という。）に  

係る経費の節減を図るものであること。  

    ウ  当該応募をした法人等が、事業計画書に沿った当該対象施設の管理業務  

を安定して行う能力を有するものであること。  

（３）候補者の決定  

指定管理候補者を決定したときは、その結果を応募した法人等のすべてに書  

面にて通知するとともに、公表するものとする。なお、指定管理候補者の決定  

に当たっては、教育委員会との交渉権を有する複数の法人等に順位を付して定  

め、第１順位の交渉権を有する法人等から順に指定の条件等の詳細を協議し、  

協議が整ったものを当該候補者に決定する場合がある。  

 

１０ 指定管理者の指定等  

   指定管理者の指定は、指定管理候補者を対象施設の指定管理者とする旨の議

案を南部町議会に上程し、その議決を受けて行うものとする。なお、町と指定

管理者との間に締結する協定の内容その他指定管理者の管理業務を行わせるた

めに必要な事項の具体的な協議については、当該議決後速やかに行うものとす

る。  

 

お問い合わせ先  

教育委員会事務局 人権・社会教育課  

住  所：〒６８３－０２０１ 鳥取県西伯郡南部町天萬５５８番地  

電話番号：０８５９－６４－３７８２  

ＦＡＸ ：０８５９－６４－２１８３  

 



　（１）　収入の部

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

12,464,000 12,464,000 12,464,000

1,003,080 961,180 1,044,980

96,315 89,789 102,841

13,563,395 13,514,969 13,611,821

　（２）　支出の部

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

2,772,531 2,695,813 2,849,248

167,962 145,798 190,126

85,718 84,940 86,496

135,396 41,386 229,405

162,577 164,755 160,398

2,945 2,900 2,990

6,097,848 5,978,455 6,217,240

4,950 0 9,900

0 0 0

0 0 0

55,916 50,594 61,238

997,386 996,336 998,436

2,500 5,000 0

92,100 133,440 50,760

31,280 35,759 26,800

211,825 280,450 143,200

0 0 0

13,751,324 13,514,969 13,987,678

-187,929 0 -375,857

(参考）　利用人数・利用料
R6年度 R7年度

人数（人） 1,776 1,388

利用料（円） 283,110 210,140

人数（人） 4,542 4,758 ※ナイター　R7　6件

利用料（円） 677,450 834,840

人数（人） 0 0

利用料（円） 0 0

人数（人） 20 0

利用料（円） 620 0

人数（人） 0 0

人数（人） 6,338 6,146

利用料（円） 961,180 1,044,980

西伯カントリーパーク収支報告書

科　　　目
R6，R7年度平均 R6年度 R7年度

備　　　考

町   費 指定管理料

利用料金等収入 使用料、照明料

その他の収入 自動販売機等

収入額の合計

科　　　目（経常費用）
R6，R7年度平均 R6年度 R7年度

備　　　考

指
定
管
理
者

人件費

需用費

光熱水 2,930,392 2,899,343 2,961,441

芝維持管理、除草･草刈･剪定作業、浄化
槽清掃等

事務用品費

消耗品費

修繕費

広告宣伝費

雑費

役務費
通信運搬費

保険料

施設維持管理費

収支差額

リース料

租税公課費等

営業損失

研修費

旅費交通費

福利厚生費

本社経費

消費税

野球場

ゲートボール場

多目的広場

ラジコン広場

合計

支出額の小計　

テニスコート


